
平成 29年２月 20日 

「独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針」の検討状況 

１．開催経緯 

○ 会計基準等部会では、独立行政法人改革や国際的な会計の潮流も踏まえて、

独立行政法人会計基準に関する中長期的課題について議論

【会計基準等部会】 

・第１回、第２回（平成 27 年５月 29日～７月 30日）

独立行政法人会計基準の中長期的な課題の論点の検討 

国際公会計基準審議会（IPSASB）における議論の状況 

【財政制度等審議会法制・公会計部会との共同ワーキング・チーム】 
・第１回～第３回（平成 27年 11 月９日～平成 28年４月８日）

財務報告の利用者、目的・機能、提供される情報・範囲の整理 

・第４回～第８回（平成 28年６月３日～平成 29年２月 15日）

財務諸表の構成要素（利益、資産、負債等）の定義 

〇 ２月 15日の共同ワーキング・チームにおいて、これまでの議論を「独立行

政法人の財務報告に関する基本的な指針」（骨子案）として整理 

「基本的な指針」の取りまとめに向けて、共同ワーキング・チームにおいて

引き続き議論 

２．｢独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針」(骨子案)の構成(別添) 

序章 

第１章 独立行政法人の特性 
独立行政法人制度の設計理念 

独立行政法人制度の設計理念から要請される仕組み 

株式会社等の営利企業と比較した独立行政法人の特徴 

第２章 一般目的財務報告の目的及び利用者 

  財務報告利用者、情報ニーズ、階層 

  財務報告の目的・機能（説明責任の履行、意思決定目的） 

  財務報告で提供される情報・範囲（財務情報・非財務情報） 

第３章 財務諸表における構成要素 

  財務諸表の目的 

  財務諸表の構成要素（資産、負債、純資産、行政コスト、費用、収益、

利益） 

  財務諸表の構成要素の関連概念 

※ 「基本的な指針」は、独立行政法人の財務報告の基礎にある前提や概念を体系化したも

のであって、今後の会計基準改訂等に当たっての基本的な指針を提示するもの

資料４ 
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３．｢独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針｣(骨子案)のポイント 

① 「財務情報」・「非財務情報」を含む「財務報告」として位置付け

・ 平成 25 年の独立行政法人改革も踏まえ、「国民への情報開示」・「説明

責任の履行」にとどまらず、主務大臣の目標設定・評価、法人のマネジメン

トなど「利用者の意思決定」における活用ニーズも踏まえて議論

・ 独立行政法人の活動を理解する上では、「利益」等の「財務情報」のみ

ならず、事業の実施によってもたらされた便益や事業戦略、法人の長に

よる法人運営やリスクに関する分析等の「非財務情報」が重要

⇒ これまで財務諸表で示していた「財務情報」に加えて、「非財務情報」を

含む「財務報告」に関する基本的な指針として位置付け

② フルコスト情報の重要性の認識

・ 独立行政法人の活動の成果は主に非財務情報で示されることから、「便益

＝アウトプット」の提供のために、どれだけの「コスト＝インプット」の投

入が必要だったかという「フルコスト情報」が重要

※ フルコストとは、法人で発生したアウトプット産出に使用したコスト全体を指す

⇒ 行政コスト計算書を「フルコスト情報」の算出のための重要な計算書と位

置付けて、その機能・意義を明確化

③ 財務諸表の基本的な概念の再定義

・ 財務報告の目的や求められる情報を前提として、国際的な会計の潮流も踏

まえて、「利益」、「資産」、「負債」といった独立行政法人の財務諸表の基本

的な概念を再定義

・ 独立行政法人の特性も踏まえつつ、財務諸表の体系を再整理

⇒ 「利益」を、経費の節減や自己収入の確保など「財務面の経営努力の算定

基礎を示す指標」と改めて性格付け、独立行政法人の主体的な経営努力を促

す仕組み（インセンティブ制度）の中核となる指標として位置付け

⇒ 独立行政法人の財政状態をより的確に示すことができるようになるとと

もに、利用者にとっても理解しやすいものとなることを期待
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